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国内小売業において、消費者の購買体験価値を高めるためのさまざまなテクノロ
ジーの実装や実証実験が進んでいます。購買体験価値を高めることは小売企業の
持続的な成長を実現するうえで避けられないテーマの1つとなっています。しかし、
購買支援ツール・サービスのなかには、消費者側のニーズと、企業側の消費者ニー
ズの認識およびそれに基づく取組みにギャップが生じている状態も散見され、多
くの企業がどのようにテクノロジーを活用すべきかを模索している実態がうかがえ 
ます。
こうした背景を踏まえ、国内小売業において提供されている各種購買体験を高め
るテクノロジーに係る現況の把握のため、本調査を実施しました。
本稿は、現状の企業のテクノロジー導入状況と消費者の活用状況、そして今後の
企業の導入意向と消費者の活用意向におけるギャップと、そこから読み取ること
ができる傾向や対応の方向性について解説します。
なお、本文中の意見に関する部分については、筆者の私見であることをあらかじめ
お断りいたします。

  POINT 1

実店舗購買のセルフ化・無人化のニーズ大
「セルフ化や無人店舗」は企業・消費者共に導入・活用に対する意欲がある。
一方、初期費用が高い傾向にあるため、省力化によるコスト削減効果も含めた
採算性検証が必要である。

  POINT 2

消費者によるロイヤルティプログラムの活用は浸透の途上
店舗への来店や商品購入などでポイントがたまる会員システムは3割程度の企
業が導入済みまたは導入を検討しているのに対し、活用済み・活用意向がある
消費者は2割弱と大きくかけ離れている。

  POINT 3

ハイパーパーソナライゼーションはプライバシーへの配慮が必須
「パーソナライズド広告・販促」は6割強の企業が取り組むが、監視されている
気分による拒否感やパーソナライズの精度の低さ、情報漏洩の懸念といったこ
とを理由に半数以上の消費者がマイナスの心象を抱えている。
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Ⅰ

調査の全体像

1. 消費者・企業双方の観点から調査を
実施

本年（2024年）は消費者・企業の双方へ
アンケート調査を実施し、企業側のツール
やサービスに対する現状の取組みと、消
費者側が求める水準とのギャップを特定・
分析しています。
消費者調査は15～69歳男女の4,000名

を対象に、企業調査はスーパーマーケット
や百貨店、衣食住関連の小売業のうち売
上10億円以上の企業10 4社を対象にアン
ケート調査を実施しました。
さらに、企業の取組み意向についての

詳細を補足するため、国内トップ小売業に
おける経営企画またはIT企画部門に所属
する専門家11名へのインタビューも実施し
ています。

2. 購買テクノロジーを6テーマに分類し
て調査・分析

国内外の小売業におけるテクノロジート
レンドを基に、6件のテーマとそれにひも
付く14件のサブテーマを設定し、現在足元
で導入が進むテクノロジーだけでなく、実
証実験中のものなど、将来的な取組みが
期待されるテクノロジーを抽出し、定義し
ています（図表1参照）。
アンケート調査やインタビューはこの

テーマとテクノロジーに沿って実施されて
おり、以降ではテーマごとに傾向と方向性
について解説します。

Ⅱ

企業の購買テクノロジー導入の
状況と消費者ニーズのギャップ

1. 実店舗における購買の利便性を高め
るテクノロジー

本テーマでは、店舗内マップや在庫状
況を可視化するスマートフォンアプリや、 

スマートカートのような「回遊体験を支え
るテクノロジー」や、店舗の省人化・無人化
を目指した「セルフ化や無人店舗」、デジ
タルサイネージを用いた「店舗におけるデ
ジタル広告」の3つのサブテーマを取り上
げます。
「セルフ化や無人店舗」は、セルフレジ
やセミセルフレジを3割強の企業が導入す
るだけでなく、5割程度の消費者が活用済
みです。さらに無人店舗やウォークスルー
店舗といった先進的なテクノロジーについ
ては、現在の企業の導入状況は限定的で
あるものの、人材不足・人件費高騰による
店舗業務効率化等の必要性から将来的
に取組みを推進する意向が企業に見られ
るだけでなく、消費者の活用意向も高い
結果となりました（図表2参照）。
一方で、アプリを通したマップ表示や

買い物ガイド・ナビゲートを含む「回遊体
験を支えるテクノロジー」と、デジタルサイ
ネージを通した店内広告やパーソナライ
ズされた商品情報などを掲示する「店舗
におけるデジタル広告」は企業の導入状
況・意向と比較して消費者の活用状況・意

図表1 本調査における購買テクノロジーのテーマ

テーマ サブテーマ

1 実店舗における購買の 
利便性を高めるテクノロジー

回遊体験を支えるテクノロジー ［例： 店舗マップ、スマートカート］

セルフ化や無人店舗 ［例： セルフレジ・セルフスキャン、省人・無人店舗］

店舗におけるデジタル広告 ［例： デジタルサイネージ、パーソナライズ］

2 オムニチャネルショッピング

多様なチャネルにおける買い物を支えるテクノロジー ［例：  買い物リスト自動生成、リモートショッピング、レコ
メンド、チャットボット］ 

AR/VR ［ 例：  AR/VRによる試着・配置シミュレーション・その他オ
ンラインでの商品体験、AIキャスト］

OMOにおけるロイヤルティプログラム
［ 例：  オンライン・オフライン横断でのロイヤルティプロ

グラムや、購買以外のコンセプト連動でのインセン
ティブ提供］

3 ハイパー 
パーソナライゼーション

パーソナライズド広告・販促 ［例：  検索・購買履歴に応じた広告表示］

パーソナライズド商品 ［ 例：  身体に合わせたサイズ提案、顧客の好みに合わせて
カスタマイズされた商品］

4 多様な配送サービスを
実現するテクノロジー

クイックコマース ［例：  即日配送、注文後数時間以内の配送］

ラストワンマイルにおける自動配送 ［例：  ドローン配送、ロボット配送］

5 エシカルソーシングを 
促進する情報提供 エシカルな調達に関する情報提供 ［ 例：  エシカルな商品調達プロセスを紹介するメディア、商

品の原材料・製造工程を確認できるRFIDタグ］

6 その他新興テクノロジー

ロボット／AIアシスタント／バーチャルアシスタントによる接客 ［例：  接客ロボット、AIコンシェルジュ］

メタバース ［例：  メタバースへの出店、ゲームコンテンツ配信］

仮想通貨決済 ［例：  ウォレット決済］
出所： KPMG作成
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向は低く、消費者ニーズはいまだ限定的で
ある傾向がうかがえました。
「回遊体験を支えるテクノロジー」に関し
ては、導入済みの企業がごく一部（1割未
満）にとどまっており、その結果消費者に
とってもテクノロジー自体が身近でないこ
とが考えられます。
また、「店舗におけるデジタル広告」は

4割程度の企業がデジタルサイネージによ
る店内広告の掲示をすでに導入しており、
さらに個人の購買履歴などからパーソナ
ライズされた商品情報などを掲示するサ
イネージなどの先進的な技術についても3

割の企業が今後の導入意向を示していま
す。しかし、現状は掲示内容がマス向け広
告にとどまってしまうなど、購買の後押し
に至っていないことで消費者の活用状況・
意向（2割程度）についても目立たない結
果となったと推察されます。
「回遊体験を支えるテクノロジー」と「セ
ルフ化や無人店舗」はいずれも初期費用
が高額なことが障壁となっており、売上向
上や省人化・業務効率化の観点からも採

算性の検証が重要になるほか、「店舗にお
けるデジタル広告」はパーソナライズへ向
けたデータのトラッキングや効果測定の
高度化に取り組む必要があると考えられ
ます。

2. オムニチャネルショッピング

本テーマでは、スマートフォンやスマート
家電などを用いてあらゆるチャネルでの購
買体験価値を向上させる「多様なチャネ
ルにおける買い物を支えるテクノロジー」
と、オンラインでの商品体験を進化させる
「AR / VR」、また顧客とのオンライン・オ
フラインを問わない多様なタッチポイント
におけるロイヤルティ形成を目指す「OMO

におけるロイヤルティプログラム」の 3

つのサブテーマを取り上げます。（※注：
「OMO」は「Online Merges with Offline」
の略で、「オンラインとオフラインの融合」
の意味。ここでは「オンライン（例：EC）・
オフライン（例：店舗）の両方を対象とし
同水準のサービスを得られるロイヤルティ

プログラム」を指す）
IoT家電と連携した商品の買い替え通知

といった「多様なチャネルにおける買い物
を支えるテクノロジー」は2割強、買い物リ
ストの自動生成などは 2割程度の企業が
導入済み、または導入を検討しているのに
対し、活用済み・活用意向がある消費者も
2割程度と、市場への浸透は限定的であ
り、消費者のニーズと企業の取組み状況
に大きな差は見られませんでした。徐々に
ではありますが今後の浸透が進むポテン
シャルがあると考えられます。また、同様
の傾向は「AR/VR」にもみられています。
これらのテクノロジーは実現するために

必要なシステムがいまだ高額な一方で、消
費者の利用や購買促進につながりづらい
といった課題があるため、企業にとって採
算性を確保することが難しいとみられて
います。消費者の利用を加速させるために
は、すべてのチャネル横断での在庫データ
や購買データをリアルタイムで取得・活用
する管理を実現するほか、オンラインとオ
フラインをシームレスにつなぐ購買体験の

図表2 企業・消費者の「セルフ化や無人店舗」の導入状況・活用意向

出所：KPMG作成

導入中 パイロット実施済

すでに導入済み 導入したい 活用済み 未活用かつ活用意向あり
未活用かつ活用意向なし わからない・その他導入しようとは思わない 現時点では判断できない・わからない

導入したいが課題あり
活用済み 未活用かつ活用意向あり 未活用かつ活用意向なし導入を取りやめた

その他
導入意向なし これから検討予定

現状取組みが
進むテクノロジー

セルフレジ・ 
セミセルフレジ・
セルフスキャン

現状の企業の導入状況

35% 21% 24%15% 4%

33% 12% 52% 16% 24% 31% 28%

53% 38%9%

企業の導入意向

現状の消費者の活用状況

消費者の活用意向

無人・ウォーク
スルー店舗・
スマートカート

将来的に取組みが
進むテクノロジー

0% 1%

3%

出所：KPMG作成
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デザインが求められます。
「OMOにおけるロイヤルティプログラ
ム」は、企業側の取組み状況と比較して、
消費者の活用は進んでいません。たとえ
ば店舗への来店や商品購入などでポイン
トがたまる会員システムは3割程度の企業
が導入中であるのに対し、活用済みの消
費者は2割弱とニーズに大きな差が見られ
ました（図表3参照）。今後に向けては、ブ
ランドコンセプトに即した活動といった購
買関連行動以外のタッチポイントにおい

ても、金銭的なインセンティブ以外のロイ
ヤルティ獲得手段を検討したうえでデータ
の活用目的を再定義し、必要なデータの
管理や連携を行うことが重要であると考
えられます。

3. ハイパーパーソナライゼーション

本テーマでは、企業が消費者の個人情
報や行動データを取得・分析してレコメン
ドを行う「パーソナライズド広告・販促」

と、消費者が自身の情報を提供してレコ
メンドやサービスを受ける「パーソナライ
ズド商品」の2つのサブテーマを取り上げ 

ます。
「パーソナライズド広告・販促」は6割強
の企業が取り組んでいますが、監視され
ている気分による拒否感やレコメンド精
度の低さから半数以上の消費者がマイナ
スの心象を抱えています（図表4参照）。
この他にも、個人情報の収集や閲覧履歴
に基づくトラッキングに対する、情報漏え

34%

1%

18%

1%

13% 28% 5% 19% 13% 68%

図表3 企業・消費者の「OMOにおけるロイヤルティプログラム」の導入状況・活用意向

出所：KPMG作成

活用済み 未活用かつ活用意向あり 未活用かつ活用意向なし
導入中 パイロット実施済 導入したいが課題あり
導入を取りやめた
その他

導入意向なし これから検討予定

現状の企業の導入状況 現状の消費者の活用状況

店舗への来店や
商品の購入・
レビュー投稿等
によりポイントが
貯まる会員
システム

出所：KPMG作成

図表4 「パーソナライズド広告・販促」の企業の取組み状況と消費者の反応

消費者の個人情報や購買データに基づいて、興
味がありそうな商品のレコメンド・クーポンの
発行を自社アプリ上やDMによって行っている

消費者のウェブ上での閲覧データに基づいて、
関連商品に関する広告を検索エンジンや他サイ
ト内で掲出している

SNS のユーザーデータに基づき、関連商品に関
する広告を SNS 上に掲出している

パーソナライズド販促は実施しておらず、マス
向け広告（TVCM・交通広告・チラシ）のみ実
施している

パーソナライズド販促、マス向け広告（TVCM・
交通広告・チラシ）ともに実施していない

パーソナライズされた販促が表示されると、自
分のオンライン上での閲覧・購買行動を監視さ
れている気分になり、嫌悪感を感じる

レコメンドされる商品が自分向けでないことが
多く、パーソナライズの精度に不満を感じる

便利だとは感じるが、従来の広告（TVCM、デジ
タル 広告、チラシ広告）で十分だ

自分の好みに合った商品がおすすめされ、買い
物を便利に してくれると感じる

*1 企業アンケートより、「その他」以外の回答を記載　　*2 消費者アンケートより、「その他」以外の回答を記載

出所：KPMG 作成

パーソナライズド広告・販促に対する消費者の反応 *2パーソナライズド広告・販促に対する企業の取組み状況 *1

取組み度
高

低

35%

18%

26%

19%

28%

16%

20%

21%

12%

*1 企業アンケートより、「その他」以外の回答を記載  *2 消費者アンケートより、「その他」以外の回答を記載

出所：KPMG作成
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いリスクへの懸念があることや活用目的
が分からないことへの抵抗感、といった理
由も挙げられています。
自身で提供した情報に基づき最適化さ

れた商品の提案を受ける「パーソナライズ
ド商品」のテクノロジーは、取り組む企業・
活用する消費者ともにいまだ少なく、今後
の取組みに関心を持つ企業よりも消費者
のニーズが小さいことから、当面は浸透が
期待できないと考えられます。
ハイパーパーソナライゼーションの実現

に向けては、プライバシー保護におけるさ
まざまな観点からの配慮が求められるほ
か、それらに対応するための人材や知識が
必要不可欠です。

4. 多様な配送サービスを実現するテク
ノロジー

本テーマでは消費者へ配送する時間短
縮を追究する「クイックコマース」と、ラス
トワンマイルにおいて人以外のテクノロ
ジーを活用する「ラストワンマイルにおけ
る自動配送」の2つのサブテーマを取り上
げます。
コロナ禍を機に利用が加速した「クイッ

クコマース」は、翌日配送などのサービス
を提供する企業は限定的（1割強）ながら、
一定の消費者（3割弱）に活用されていま
す。一方で、即日配送などのさらなる配送
時間の短縮は企業にとっても採算性が合
わないことや、一部の消費者においても即
日・最短を求めない傾向があるとみられて
います。
「ラストワンマイルにおける自動配送」
といった人を介さないロボットやドローン
による自動配送の仕組みは実証実験が進
むものの、法や環境整備が前提のため、
取組み意向があっても実現には時間を要
します。ロボット・ドローン配送の今後の
浸透は、商圏が広く・取引件数や人口が多
い地域において、法規制に加え道路環境
の整備が進むかどうかに依存し、現時点
で活用シーンは限定的であると考えられ

ます。活用促進へ向けてはロボットが自
走できる凹凸の少ない道路などの整備と
いった、政府・自治体主導の環境整備が
求められます。

5. エシカルソーシングを促進する情報
提供

エシカルソーシングに関する情報提供
に取り組む企業は 1割程度にとどまるほ
か、エシカルな商品を必ず購入・活用する
消費者も1割未満と限定的です。しかし、エ
シカルソーシングを含むサステナビリティ
の活動は取り組むことが当たり前になって
おり、取り組んでいない企業が消費者か
らネガティブに映る可能性があります。
エシカルソーシングを促進する情報提

供は、現状では大半がウェブサイトなどの
メディアにおける商品紹介にとどまってい
ますが、今後の見通しとして、海外で実用
化が進むようなRFIDタグを用いた商品単
位での情報提供が広がる方向性も考えら
れます。こういったテクノロジーの実現に
向けては、ブロックチェーンで調達・製造・
物流まですべての工程を統一規格に基づ
いて管理・記録する必要があるなど、新興
テクノロジーの活用だけでなく製造業者
含むサプライチェーン全体での連携強化
が求められます。

6. その他新興テクノロジー

本テーマでは新興テクノロジーとして
「ロボット／AIアシスタント／バーチャルア
シスタントによる接客」、「メタバース」、
「仮想通貨決済」を取り上げます。（※注：
仮想通貨の法令上の呼称は「暗号資産」
ですが、調査票および本稿においては一
般消費者にも広く呼称される「仮想通貨」
で統一している）
小売業を取り巻くテクノロジーは進化し

ており、今後はGPT-4o1などの登場による
精度の高い生成AIの活用の加速や、スマー
トグラスなど進化したデバイスの登場、投

資対象としての側面も含めた仮想通貨の
活用の加速が見込まれています。
そうしたなか、これらの新興テクノロ

ジーはいずれも多くの課題を有しており、
導入している企業、活用している消費者と
もに1割に満たず、活用状況は限定的です。
企業側の抱える課題としては、新興テク

ノロジーに対する消費者ニーズが顕在化し
ていないことからテクノロジーの導入優先
度が低いことや、取り組むにあたっての関
連知識が不足していることが挙げられてい
ます。また、「仮想通貨決済」に関しては
技術・セキュリティ面での不安が見受けら
れました。
消費者において活用が進まない主な理

由としては、テクノロジー自体への興味が
ないことや、利用に対する不安が挙げられ
ています。
業界内の主要企業の一部は徐々に取組

みを検討しているものの、業態や扱う商材
との相性・自社の顧客にニーズがあるか、
採算性が見込めるかなどを模索しており、
一般的に浸透するのは当面先であると見
込まれます。

Ⅲ

さいごに

ここまで、小売業における購買体験を
向上するためのテクノロジーについて、6つ
のテーマに沿って企業側のテクノロジーや
サービスに対する取組み状況と、消費者
側が求める水準とのギャップについて解
説してきました。
今回の調査を通して、企業側が導入を

進めている場合でも消費者の観点で見れ
ばニーズがさほど強くないといったテクノ
ロジー、または消費者の観点ではニーズ
が強いが企業側の導入が追い付いていな
いテクノロジーがあることが浮き彫りとな
りました。また、特に新興テクノロジーに
ついては企業・消費者ともに導入・活用に
は慎重な姿勢をとっていることもうかがえ
ました。
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消費者ニーズが強いテクノロジーについ
ては企業側の早期の対応着手が望まれま
すが、消費者ニーズがふるわない場合で
も、企業側の取組みによって消費者の啓
発や潜在ニーズの発掘を行い、企業の導
入と消費者の活用のギャップを埋められ
ることも考えられます。
また、新興企業等がテクノロジーを活用

する画期的なアイデアをもって市場に参入
してくることで消費者がテクノロジーを受
容するように変化する、といった可能性も
考えられます。
テクノロジーは日進月歩で絶え間なく

進化しており、消費者の購買行動やニーズ
も目まぐるしく変化しています。常にテクノ
ロジーの動向と消費者インサイトに留意
しながら顧客体験価値の創造と向上を目
指し、企業として柔軟に対応し続けられる
ことが求められます。
本調査が検討の一助となれば幸いです。

1 GPT-4o（Omni）：
  Open AI社が2024年5月に発表した新
しいAIモデル。視覚と音声の理解力が
際立ち、多言語対応や複雑な対話の要
素の理解、さまざまな種類の情報を利
用して高度な判断を行うマルチモーダ
ル機能の強化等により、リアルタイム
会話や感情分析を行えるようになりま 

した。

本稿に関するご質問等は、 
以下の担当者までお願いいたします。

KPMGジャパン　
消費財・小売セクター

KPMGコンサルティング株式会社
カスタマーユニット
白石 隼人／アソシエイトパートナー
戸倉 真咲／シニアマネジャー

 FAS-Sector@jp.kpmg.com

消費財・小売コンテンツ  

ウェブサイトでは、「消費財・小売」について紹介し
ています。  
https://kpmg.com/jp/ja/home/industries/
consumer-retail.html

 

上記ご紹介のレポート本編：

顧客体験価値を向上させるテクノロジーに関する
調査（国内小売業）
https://kpmg.com/jp/ja/home/
insights/2024/10/technology-consumer-
survey.html
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